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［組織］

  

事業３

受託事業

自主事業

原子力科学館運
営

事業１

事業２

立体映像の上映や実験教室の開設により地域との交流
を図る他，会員の研修・交流を目的とした原子力施設等
の視察研修及び女性PA活動の支援。近隣の原子力関
係展示館を結ぶ巡回バスの運行。

設　立
目　的

原子力の平和利用と安全に関する知識の普及と啓発を行い，もって原子力の平和利用の着実な進展
に寄与し，地域の生活環境の保全と地域産業の健全な発展に資する。

事　　　業　　　名

159,551

7,000

1

５０代以上

職員

管理職

16整理番号

［法人の概要］

出資法人等経営評価書（公益法人会計用）

平成１７年７月１日現在

　

　

（社）茨城原子力協議会

 

広報紙の発行，施設見学会，夏休み科学相談会，企画
展，着ぐるみ劇上演，県や市町村のイベントでの出前展
示等，普及･啓発活動の実施。子供たちに対する原子力
教育促進のため教員セミナーの開催。原子力施設安全
調査員の配置。
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平成１７年度事業費

千円

19,000

内　　　　　　　　　　　　容

ホームページＵＲＬ

出資順位

原子力を理解するために必要な科学の基礎知識，日本
のエネルギー事情，原子力の必要性，日本の原子力の
歴史等を展示。インターネットを活用した当協議会活動
の情報公開。

 

 

 

 

 

 

 

会長　黒木　剛司郎 （非常勤）

那珂郡東海村村松２２５－２

http://www.ibagen.or.jp/
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資本金（基本財産）

代　　表　　者　　名

所　　   在   　　地

昭和54年6月29日

県  所　管　部　課

電　　話　　番　　号

Ｅ-mailアドレス　

設立年月日
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［事業の概要］
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［収支の状況］ 　

収入合計

支出合計

当期収支差額

正味財産増加額

正味財産減少額

資産

負債

正味財産

（社）茨城原子力協議会

246,000

928

287,057

285,933

1,124

261,509

1,346

平成１５年度 平成１６年度平成１４年度

246,928262,855

252,972285,374

252,972285,374

6,076

0

67,944

56,364

75,473

57,750

0

29,894

-25,113

759,355

67,126

3,098

759,355

9,883

0

3,807

1,683 6,956

11,519

811,066

763,162

775,627763,162

0

45,685

239,972

239,972

0

41,128

15,766

0

41,832

0

47,904

11,591

0

36,313

0

区　　　　分

事業収入

事業外収入

事業支出

30,313

743,056

801,187

58,055

743,132

775,627

844,072

90,691

753,381

10,257

12,465

0

92,802

45%

110,179
財政的関与の割合（％）

　 　

42%

収

支

の

状

況

事業外支出

うち管理費

うち人件費

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産

期末正味財産

流動資産

固定資産

　　計

流動負債

うち短期借入金

固定負債

うち長期借入金

貸付金

区　　　　分

財

産

の

状

況

（単位：千円）

補助金

委託金

17,377 17,305 14,639

97,07294,181

［財的関与の状況］

財
的
関
与
状
況

（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

763,162759,355

784,468

68,445

68,010

27,317

委託金

　原子力に関する知識の普及・啓発を目的とした，広報紙の発行等の広報事
業及び教員セミナー等の研修事業並びに，放射線の監視や防災対策等につ
いて，市町村が適切に対応できるようにするための専門家（原子力施設安全
調査員）の配置に係る事業等の委託

貸付金  

支　　出　　項　　目 目     　的　 ・ 　内　      容　・　効　　　　果

補助金
　広報事業などの委託事業を円滑に推進することを目的とした，当協議会の運
営費に対する補助

　 　
［平成１６年度の補助金等の目的・内容等］

　

損失補償・債務保証

111,711111,486

38%
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計画性

組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されて
いるか

各評価項目については，「出資法人等
経営評価指標及び評価基準等」を参照

効率性

地域の人が協議会活動に参加しやすい環境を整備すると共に，各種団体との連携を一層
強化し科学館を生涯学習の教材として活用してもらうなど地域との共生を図る。
教育現場との連携を強化し，教員セミナーの他出前授業等により教員を支援する等，子供
たちが原子力に接する機会を増やす。
幼児や小学校を対象に各種イベントを開催し，放射線を身近に体感してもらう。
地球温暖化，化石燃料の埋蔵量，新エネルギーの供給能力等から，日本は省エネを推進
する他，原子力エネルギーへの依存度を高めていかざるをえない状況にあること，放射線
が日常生活の中で活用されていることを実感し，原子力について，無知ではいられないこ
と，正しい理解が必要なことを訴えていく。

健全性 効率性
　 １７年度は，原子
力２法人の統合，市
町村合併の進展によ
り会費収入が減少し
た。このため今後は
会員の増加に努める
他，経費の節減や事
業の見直しにより経
営の健全性を確保し
ていく。

   職員は県ＯＢの常
勤役員の他，県派遣
職員，原子力事業所
出向職員，３人のプロ
パー職員等で構成さ
れている。しかも出向
職員の人件費は出向
元が負担しているため
少ない経費で大きな
事業が可能となってお
り，効率性は保たれて
いる。

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題，対策等）］

組織，人事，財務等の内部管理体
制が適切に整備・運用され，かつ
情報公開による透明性の確保が適
切か

計画性

目的適合性

法人の財務体質が健全であるか，
また，各事業の採算性がとれてい
るか

健全性

《評価の視点》

今後の事業展開の方向

目的適合性 組織運営の適正性
  平成１４年度に「２１
世紀の協議会あり方
検討委員会」から受け
た提言を土台に平成
１５年度「中期計画」を
作成した。平成１７年
度は中期計画を踏ま
え総会で決定された
「平成１７年度事業計
画」を着実に実施して
いく。

　 地球温暖化対策，エ
ネルギー事情等を考え
れば原子力の推進しか
選択肢がないのが実
態。放射線利用は日常
生活に深くかかわり避
けて通れないものであ
るが，国民的コンセンサ
スは十分でない。このた
め第三者的機関である
当協議会の役割は益々
高まっている。

　 幹部が県や原子
力事業所からの出向
である等の制約はあ
るが，会員企業の理
解もあり業務内容に
適した組織になって
いる。財務状況につ
いても総会前に公認
会計士のチェックを
受ける他，県と適宜
協議をしながら運営
している。

組織運営の
適正性

経営目的，経営方針が各種計画に
反映され，計画・実行・見直しが行
われているか

法人が行っている事業と当初の設
立目的が適合しているか

52.0%

55.0%

7.1%効率性

合計

22 40

28

98

2

51

公益法人会計用
（社）茨城原子力協議会

警　戒　指　標

満点

8

14

8

得点率

87.5%

100.0%

75.0%

評点

7

14

64

評価項目数

4

5

［評点集計］

健全性 11

組織運営の適正性

評価の視点

計画性

目的適合性

8

32

-200%
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-100%

-50%

0%

50%

100%
計画性

目的適合性

組織運営の適正性健全性

効率性
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［法人を担当する課の意見］

［総合評価］

から県民のみなさまへ＞

　平成16年3月に策定
された中長期計画
（5ヶ年）に基づき概ね
適正に次行が執行さ
れていると認められ
る。

計画性 効率性健全性組織運営の適正性目的適合性
　特定の立場に立たな
い客観性や公平性が
確保され，公共的団体
として高い評価を得て
いるなど，設立の趣旨
に合った運営が行わ
れていると認められ
る。

　原子力２法人の統
合や市町村合併，会
員の退会等会費収
入が減少傾向にある
が，負債や経営赤字
はなく概ね健全な運
営が保たれていると
認められる。

　評点は低いが，管理職（事業
所出向）1名が引き上げられ，
それを臨時職員2名で対応した
臨時的な影響であること。同法
人の事業収入は県等からの受
託によるものであることから，
評点だけでは評価できないも
のであり，管理運営上における
職員等の活用は，適正と認め
られる。

　事業所からの出向
職員の年齢構成やプ
ロパー職員の育成な
どの課題はあるもの
の，概ね適正な運営
が保たれているもの
と認められる。

　同法人は，原子力の平和利用と安全に関する知識と啓発などの原子力広報等を行うた
めに設立された県内唯一の公益法人であり，計画性，目的適合性，組織運営の適正性，
健全性において概ね良好な運営が保たれていると認められる。ただし，原子力科学館の老
朽化の問題，科学技術の進展に合った常設展示等のリニューアルの検討や組織運営にお
いては，職員の年齢構成の改善など，より機動力のある組織を目指していく必要がある。

第三次行財政改革
大綱に係る取組状況

　 　

法人担当課の意見

取組み状況推進事項

組織運営の適正性 健全性 効率性

総合的所見等

概ね良好 改善の余地がある 緊急の改善措置が必要

   原子力２法人の合併や市町村合併等による会費収入が減少傾向にあり，団体の運営の
効率化や経費の削減等による対応が求められる。
   引き続き，設立目的である原子力の安全等に係る知識の普及啓発を促進するとともに，
今後予定されている原子力科学館の改修等を契機として，当法人の魅力を向上させる工
夫をし，また，会費収入の確保策について，関係機関と検討されたい。

取組みを強化すべき視点 計画性 目的適合性

  私どもは，地球温暖化対策や日本のエネルギー供給に果たしている原子力の役割の他，放射線が多方面で活
用され日常生活に深くかかわっている実態を踏まえ，原子力のメリットやデメリット,将来の利用可能性などに関す
る正しい知識が必要なことを訴えています。このためプラス面だけではなくＪＣＯ臨界事故関連の展示を予定する
等，県民の目線で，ともに考える活動を行ってまいります。皆様のご理解とご支援をお願い申し上げます。

                                                                                        平成１８年２月　　会長　黒木　剛司郎

総合的所見等
に係る対応

   当法人は国や県から原子力広報事業等を受託し，県民に対し原子力に関する基礎知識
の普及・啓発に努めている。
   今後も，事業の効率化等が図られ，良好な団体運営のもと原子力科学館等を中核とし
た効果的な事業展開が行われるよう，県として指導助言していくとともに，国はもとより市
町村や原子力事業所等の関係機関との連携強化に努めていく。

＜ （社）茨城原子力協議会
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